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市町村名 宇和島市 計画期間

目　　標　：

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等
　本市のまちづくりの中核を担う農業を維持し、さらに発展させていくためには、生産者自らが近年の農業情勢の変化を的確に踏まえ、積極的かつ主体的に農業に取り組める環境の整備を総合
的に進めていく必要がある。

【水荷浦地区】
　１．石垣景観保全を原則として、農作業の省力化・効率化を図るため、必要最小限の軌道工を設置する。
　２．先人の残した貴重な文化遺産である段畑景観を創造するために、長期荒廃農地である段畑を復旧する。
　３．上記の施策を展開することで、農業後継者を育成し、地域を活性化することにより、「遊子水荷浦でしか見ることのできない段畑景観」を後世に残し引き継ぐことを目標とし、現在、２６人
　　　 いる段畑オーナー人数の１割増加を目指す。
【法花津地区】
　１：関係機関と連携し、農地や農道、用排水施設の整備を進め、農業生産基盤の一層の充実に努め、営農環境の省力化・効率化に取り組む。
　２：柑橘優良品種への転換や販売促進をすることにより、担い手の育成及び農業所得の向上を図る。
　３：上記１・２の施策を実施することにより、農業従事者の定住化を図り、認定農業者の増加及び新規就農者の確保・育成を目指す。

　本市のまちづくりの中核を担う農業を維持し、発展させていくために農業生産基盤の充実や維持・保全を進めながら、担い手の育成を行い生産性・品質・安全性の向上や産地化・地産地消の促進、都
市住民や消費者との交流の促進などを推進し、自立した農業・農村の実現と農業の持つ多面的機能の保全・活用に努めるものである。

【水荷浦地区】景観保全を原則として、段畑の維持と荒廃段畑の復元を進めると共に、農業生産基盤の整備を行うことで農作業の省力化・効率化を行い持続的な営農を可能とし、先人の残した貴重な
文化遺産であるその壮大な段畑石垣景観を、後生に維持継承する。また、観光資源であり、文化庁の重要文化的景観に選定されたこの段畑を広く活用し、地域活性化のために農地復旧等の整備を通
じて、他地域からの段畑オーナー人数１割増加を目標に、段畑維持管理活動の拡大を図る。
【法花津地区】農業生産基盤の整備や柑橘優良品種への転換、及び姉妹都市との地域間交流や大手スーパーの大型店舗を利用した販売フェアにより販路拡大を図ることにより、現在の認定農業者数
２１４人（平成１９年度末）から２７０人への増加を目標にするとともに、農家後継者やＵ・Ｉタ－ン者等新規就農者５人以上の確保を目標とする。

本市は古くから農業を基幹産業として発展してきた。現在、急傾斜地における柑橘栽培と平地部における米の生産を中心に、野菜生産や畜産などが行われているが、近年の農作物価格の低
迷・産地間競争・後継者不足・高齢化等、農業を取り巻く環境はますます厳しくなっている。

【水荷浦地区】段畑の平均勾配４０°、畑地幅は１～２ｍ、石垣は概ね人頭程度の石による空石積みで、平均高は１ｍ以上に及び、その段数は５０段余りを数える。年間通じた徹底した除草作業
は、今もなお手作業で行われている。このような農地で、石垣の維持管理や草刈り等日々の農作業は、労力的には大変厳しい情勢であり、今後どのように段畑を維持するかが課題である。
【法花津地区】果樹における消費者ニーズの多様化による消費量の減少、供給過剰、産地間競争の激化による価格の低迷等、本地区の柑橘農業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続い
ており、遊休農地・耕作放棄地の増加といった問題がさらに深刻化してきているほか、農業生産機能はもとより、水源涵養機能や洪水防止機能等の農業の持つ多面的機能の低下が懸念され
る。

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名

　当地区が属する宇和島市は、県都松山市より直線距離にして約７０ｋｍ、愛媛県西南部に位置しており、北は西予市に、東は鬼北町と松野町及び高知県四万十市、南は愛南町と高知県宿毛
市に接している。西は宇和海に面し、足摺宇和海国立公園に指定されている、入り江と半島が複雑に交錯した典型的なリアス式海岸が続いている。海まで迫る急峻な山々は、起伏の多い複雑
な地形を形成している。有人島を含めると、東西が約３８ｋｍ、南北が約３５ｋｍあり、面積は４６９ｋ㎡で、森林が７０％、農地が１２％、その他が１８％を占めている。
　気候は、瀬戸内地区と太平洋沿岸地区の中間的な区分に属し、年平均気温は１６～１７°Ｃで四季を通じて温暖である。
　
【水荷浦地区】近年の過疎化・高齢化の進行・後継者不足・農業用施設の老朽化や急峻で不整形な地形により、農作業や維持管理に多大な労力を必要としており、今後土地改良施設の粗放化
による施設機能の低下や耕作放棄地の増加による、段畑地域の景観・自然環境等の消失が危惧される現状である。このような中、平成12年に地域おこしグル－プ「段畑を守ろう会」が設立され
段畑の自然景観の保持と環境を保全しつつ、営農を持続的に行うため、主要作物である早掘りバレイショの収穫時に「だんだん祭り」を催し、地区住民が一体となり地域の活性化や積極的な農
村振興を図ろうとしている地域である。
【法花津地区】農地は、「耕して天に至る」と言われる急傾斜山成畑で高品質を誇る柑橘類の銘柄産地を形成しているが、近年の柑橘を取り巻く情勢は、産地間競争、消費者ニーズの多様化等
厳しい状況であるため、高品質果実生産・高反収生産・低コスト生産を実施し、消費者ニーズにあった優良品種・系統を用い競争力のある産地育成を図っている。

愛媛県 宇和島地区 平成20年度～平成24年度地区名

計画の名称 宇和島地区活性化計画



（１）法第５条第２項第２号に規定する事業

宇和島市 水荷浦地区 宇和島市 有 イ

宇和島市 水荷浦地区 宇和島市 有 ハ

宇和島市 水荷浦地区 宇和島市 無 ロ H15～H20

宇和島市 法花津地区 宇和島市 有 イ

宇和島市 法花津地区 宇和島市 有 イ

（２）法第５条第２項第３号に規定する事業・事務

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）

宇和島市 えひめ南農業共同組合

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項

該当なし。

市町村名 地区名 事業名

漁業集落環境整備事業

該当なし。

市町村名 地区名

基盤整備（農業用用排水施設）

２　目標を達成するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名） 事業実施主体 備考交付金希望の有無

法第５条第２項第
２号イ・ロ・ハ・ニ

の別

園芸産地再編整備事業

事業実施主体 備考

販売拡大ＰＲ活動等　Ｈ18～Ｈ22

交付金希望の有無 備考

農地等補完保全整備（小規模農林地等保全整備）

自然環境等活用交流学習施設（自然環境保全・活用施設）

事業名 事業実施主体

基盤整備（農業用道路）



宇和島地区（愛媛県宇和島市） 区域面積

区域設定の考え方
①法第３条第１号関係：

②法第３条第２号関係：

③法第３条第３号関係：

　計画区域は、市街化・用途区域、市街地を形成している区域は含んでいない。

３　活性化計画の区域

46,953　ｈａ　

本区域の総面積46,953haのうち農林地面積は38,516haで82％を占め、就業人口のうち農林漁業従事者の割合は20%で、農林水産業を基幹産業と
して発展してきた重要な地域である。

　人口の減少（Ｈ18→Ｈ21で5.1％減）、農業者の高齢化傾向（高齢化率53％、Ｈ17農業センサス）からみて、活性化のためには基盤整備により生
産性の高い農業を確立し、販路拡大を図ることにより農業所得と経営意欲の向上を図り、定住化を進めることは必要不可欠である。
 　また宇和島市の総合計画では、地域農業を支える担い手を育成・確保して、農林水産業の振興を図りながら活性化につなげていくとしている。



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等

　

　　計画終了翌年度に、愛媛県農地整備課及び宇和島市農林課において、「段畑オーナー数」、農業経営改善計画における「認定農業者数」・「新規就
農者数」の増加について検証する。



参考様式１

　　　　　　　　　　　　農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト支援交付金交付対象事業別概要支援交付金交付対象事業別概要支援交付金交付対象事業別概要支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

計　画　主　体　名 計　画　期　間

愛媛県
え ひめ けん

（代表） Ｈ20～Ｈ24
宇和島市

う わ じま し

０８９５－２４－１２７０
０８９－９１２－２５３４

norin@city.uwajima.lg.jp

担当課 電話番号

愛媛県宇和島市産業経済部農林課
愛媛県農林水産部農地整備課 ０８９－９４１－２１１１

０８９５－２４－１１１１
nouchiseibi@pref.ehime.jp



ⅠⅠⅠⅠ　　　　事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標
（水荷浦地区）

　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する
農業用用排水施設等の機能の確保

１．３ｈａ

計画区域における農業用用排水施設等の機能の確保（ｈａ）
＝計画期間内に農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保さ
れた農地の面積（ｈａ）
＝１．３ｈａ

　国の重要文化的景観に指定された当地区の段畑を活かし、農漁村と都市住民との地域間交流を推進することで、年間約3,300人（平成16～18年の3ヵ年平均）ある交流人
口の拡大を図り、活力ある地域づくりを目指す。
　この対策として、幹線道路である県道から水荷浦集落への入口と駐車場の1箇所に案内看板を設置し、平成25年度に来訪者数の2割以上増加（平成24年度実績）を検証
する。

　農地を復旧し輸送施設を設置することにより、農業生産基盤機能が整備され農作業の省力化・効率化が図られ、農家が営農を継続することが可能となった農地の増加面
積。
　対象農地面積は、遊子水荷浦地区の受益面積とし、１．３haを数値目標とする。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

交流人口の増加 20%

計画区域における交流人口の増加（％）
＝計画期間内の計画区域外からの入込客数(人）（目標）÷計画期間前の計画区域外
からの入込客数(人）（現状）×100-100
＝3,960人（目標）÷3,300人（現状）×100-100
＝20（％）



ⅠⅠⅠⅠ　　　　事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

　農業用用排水施設と輸送施設を設置することにより、農業生産基盤機能が整備され農作業の省力化・効率化を図ることができ、農家が営農を継続することが可能となっ
た農地の増加面積。
　対象農地面積は、法花津地区の受益面積とし、１２．８haを数値目標とする。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標
（法花津地区）

　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する
農業用用排水施設等の機能の確保

１２．８ｈａ

計画区域における農業用用排水施設等の機能の確保（ｈａ）
＝計画期間内に農業用用排水施設等の整備・保全により条件整備され機能が確保さ
れた農地の面積（ｈａ）
＝１２．８ｈａ



（交付対象事業別概要）

ⅡⅡⅡⅡ　　　　活性化計画活性化計画活性化計画活性化計画のののの目標及目標及目標及目標及びびびび事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標とととと交付対象事業交付対象事業交付対象事業交付対象事業のののの関連性関連性関連性関連性

(20,000) (11,000) (11,000)
21,370 11,753.5 11,753.5

(2,000) (1,100) (1,100)
630 346.5 346.5

(12,600) (6,930) (6,930)
6,435 3,539.25 3,539.25

(32,400) (17,820) (17,820)
8,805 4,842.75 4,842.75

(67,000) (36,850) (36,850)

37,240 20,482 20,482

農業用用排水施設 法花津

法花津
　　　　　　　 　(１,７９４)
農道（軌道工）　６５２ｍ

農業用道路

自然環境保全・活用施設 水荷浦 案内看板　１箇所

事業メニュー名 地区名 事業内容

小規模農林地等保全整備 水荷浦

           (５８０)
軌道工　５７６ｍ
農地復旧　０．８ha
測量及び試験費　一式

１．３ｈａ

　　　　 　　(６１８)
用水路工　５９８ｍ

１０．９ｈａ

Ｈ２３

事業規模等 活性化計画活性化計画活性化計画活性化計画のののの目標及目標及目標及目標及びびびび事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標事業活用活性化計画目標とのとのとのとの関連性関連性関連性関連性
交付限度額

（千円）事業実施主体
交付額算
定交付率

全体事業費
（千円）

交付金要望
額

（千円）

55%

　荒廃農地である段畑の復旧と軌道工の設置により、農作業の省力化・効率化が図ら
れ、農家が営農を継続することが可能となり、耕作放棄地の抑制、後継者の育成が期待
できる。
　その結果、段畑石垣景観を後生に継承することができ、段畑オーナーなど都市住民と
の地域間交流の促進に資することとなる。

宇和島市

Ｈ２０～Ｈ２３

(Ｈ２２～Ｈ２4)
Ｈ２２～Ｈ２３

　 農業用用排水路と軌道工の設置により、農業用水の供給・排水機能と農作物の運搬
機能が確保され、農作業の省力化・効率化が図られ、農家が営農を継続することが可能
となり、耕作放棄地の抑制、後継者の育成が期待できる。
 　その結果、地域間交流や大都市周辺の大型ス－パ－店舗を利用した販売フェア等に
よる販路拡大を図ることにより、農業所得の向上につながり認定農業者214人(平成19年
度末)から270人への増加と農業後継者やU・Iターン者等新規就農者5人以上の確保を目
標に農業従事者の定住化を図る。

　　(１５)
　　　６箇所

１箇所

実施期間

55%

55%

55%
(Ｈ２２～Ｈ２4)
Ｈ２２～Ｈ２３

宇和島市

宇和島市

宇和島市

合　　　計



ⅣⅣⅣⅣ　　　　農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画

宇和島地区活性化計画

連携計画優
先枠関係

再生可能エ
ネルギー優
先枠関係

計画主体名 整理コード

目標番号
事業内容及び
事　業　量

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円

(24)
(農地復旧　0.8ｈａ)

(軌道工　580ｍ)
(21,420,000) (11,781,000) (11,781,000)

軌道工　L=15m
農地復旧工A=0.03ha (1,420,000) (781,000) (71,000) (568,000) (0) (100.0) (781,000)

事業別内容 内訳 H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 1 宇和島市 水荷浦 1 1 1 57
小規模農林地等保
全整備

22
農地復旧　0.8ｈａ

軌道工　576ｍ
Ｈ20～H23 宇和島市 21,370,000 11,753,500 55 11,753,500 20,000,000 11,000,000

軌道工　L=42m
農地復旧工A=0.06ha 1,370,000 753,500 68,500 548,000 0 100.0 753,500

(24) (580,000) (319,000) (319,000) (〃) (580,000) (319,000) (0) (261,000) (0) (100.0) (319,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2 宇和島市 水荷浦 1 1 1 45
自然環境保全
・活用施設

22 案内看板　1箇所 Ｈ23 宇和島市 630,000 346,500 55 346,500 0 0 案内看板　1箇所 630,000 346,500 0 283,500 0 100.0 346,500

(7) (用水路工　618m) (H22～H24) (12,600,000) (6,930,000) (6,930,000)
(用水路工

L=187m)
(3,000,000) (1,650,000) (150,000) (900,000) (300,000) (57.1) (1,650,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 3 宇和島市 法花津 1 1 1 1 農業用用排水施設 6 用水路工　598m H22～H23 宇和島市 6,435,000 3,539,250 55 3,539,250 4,195,000 2,307,250
用水路工

L=187m
2,240,000 1,232,000 112,000 672,000 224,000 100.0 1,232,000

(7) (軌道工　1,794m) (H22～H24) (32,400,000) (17,820,000) (17,820,000)
(軌道工

L=500m)
(7,000,000) (3,850,000) (350,000) (2,100,000) (700,000) (48.8) (3,850,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 4 宇和島市 法花津 1 1 1 2 農業用道路 6 　軌道工　652m H22～H23 宇和島市 8,805,000 4,842,750 55 4,842,750 8,805,000 4,842,750 軌道工　L==0m 0 0 0 0 0 100.0 0

(H20～H24) (67,000,000) (36,850,000) (36,850,000) (12,000,000) (6,600,000) (571,000) (3,829,000) (1,000,000) (67.2) (6,600,000)

合計（Ｆ） H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 H24 H20～H23 37,240,000 20,482,000 20,482,000 33,000,000 18,150,000 4,240,000 2,332,000 180,500 1,503,500 224,000 100.0 2,332,000

事業活用活性化計画目標等 H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1001 9 1.3ha

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1002 2 20%

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1003 9
(16.9ha)
12.8ha

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） (67,000,000) (36,850,000) (36,850,000) (12,000,000) (6,600,000) (571,000) (3,829,000) (1,000,000) (6,600,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 2001 37,240,000 20,482,000 20,482,000 33,000,000 18,150,000 4,240,000 2,332,000 180,500 1,503,500 224,000 2,332,000

②ハード事業 (67,000,000) (36,850,000) (36,850,000) (12,000,000) (6,600,000) (571,000) (3,829,000) (1,000,000) (6,600,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2002 37,240,000 20,482,000 20,482,000 33,000,000 18,150,000 4,240,000 2,332,000 180,500 1,503,500 224,000 2,332,000

創意工夫発揮事業

1 2003

附帯事業

1 2004

③ソフト事業

2 2005

創意工夫発揮事業

2 2006

④市町村等附帯事務費 (268,000) (134,000) (134,000) (48,000) (24,000) (0) (20,000) (4,000) (24,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2007 148,000 74,000 74,000 132,000 66,000 16,000 8,000 0 7,200 800 8,000

⑤都道府県附帯事務費 (1,134,000) (567,000) (567,000) (204,000) (102,000) (102,000) (0) (0) (102,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2008 628,000 314,000 314,000 556,000 278,000 72,000 36,000 36,000 0 0 36,000

総合計（①＋④＋⑤） (68,402,000) (37,551,000) (37,551,000) (12,252,000) (6,726,000) (673,000) (3,849,000) (1,004,000) (6,726,000)

H23 2 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 2009 38,016,000 20,870,000 20,870,000 33,688,000 18,494,000 4,328,000 2,376,000 216,500 1,510,700 224,800 2,376,000

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） (68,402,000) (37,551,000) (37,551,000) (12,252,000) (6,726,000) (673,000) (3,849,000) (1,004,000) (6,726,000)

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2010 38,016,000 20,870,000 20,870,000 33,688,000 18,494,000 4,328,000 2,376,000 216,500 1,510,700 224,800 2,376,000

 　うちソフト事業（③）

2 2011

共同共同共同共同でででで計画作成計画作成計画作成計画作成をををを行行行行うううう場合場合場合場合のののの内訳内訳内訳内訳

○○町 事業費（ハード）

1

市町村等附帯事務費

1

事業費（ソフト）

2

××県 事業費（ハード）

1

都道府県附帯事務費

1

市町村等附帯事務費

1

事業費（ソフト） 2

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の別
ハード：１
ソフト：２

計画の提
出年度

都道府県
名

都道府県
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主体
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

市 町 村 名 地区名

事 業 費

交 付
金 額

（千円未満
は 切 り 捨

て ）

都道府県
費

地域再生計画と
の関連

耕作放棄地の
解消に向けた
取組の有無

地域指定状況
計画期間
最終年度

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
要 件 類 別
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量

交 付額 算定
交 付 率

Ｂ

交 付限 度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

事 業 実 施
主 体

全 体事 業費
Ａ

交 付 金 額
(千円未満は
切 り 捨 て ）

事業活用活性化
計画目標

輸出促進条件
整備事業

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村合計欄

に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計欄

に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

市町村費
本年度末
進 捗 率

Ｅ

全　　体　　計　　画

前　年　度　ま　で

関連する事
業は１を記

載
事 業 費

交 付 金 額
Ｄ

実 施 期 間

本　年　度（平成23年度）

関連する事
業は１を記

載
そ の 他

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は切

り 捨 て ）



ⅣⅣⅣⅣ　　　　農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化農山漁村活性化プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画支援交付金年度別事業実施計画

宇和島地区活性化計画

計画主体名 整理コード

事業別内容 内訳 H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 1 宇和島市 水荷浦

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2 宇和島市 水荷浦

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 3 宇和島市 法花津

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 4 宇和島市 法花津

合計（Ｆ） H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1

事業活用活性化計画目標等 H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1001

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1002

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ））

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 2001

②ハード事業

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2002

創意工夫発揮事業

1 2003

附帯事業

1 2004

③ソフト事業

2 2005

創意工夫発揮事業

2 2006

④市町村等附帯事務費

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2007

⑤都道府県附帯事務費

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2008

総合計（①＋④＋⑤）

H23 2 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤）

H23 愛媛県 380008
愛媛県
宇和島市

380008 1 1 2010

 　うちソフト事業（③）

2 2011

共同共同共同共同でででで計画作成計画作成計画作成計画作成をををを行行行行うううう場合場合場合場合のののの内訳内訳内訳内訳

○○町 事業費（ハード）

1

市町村等附帯事務費

1

事業費（ソフト）

2

××県 事業費（ハード）

1

都道府県附帯事務費

1

市町村等附帯事務費

1

事業費（ソフト） 2

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の別
ハード：１
ソフト：２

計画の提
出年度

都道府県
名

都道府県
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主体
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

市 町 村 名 地区名

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(21,420,000) (11,781,000)

該当なし 21,370,000 11,753,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(580,000) (319,000)

該当なし 630,000 346,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(7,195,000) (3,957,250) (5,405,000) (2,972,750) (5,405,000) (2,972,750)

該当なし 6,435,000 3,539,250 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(15,805,000) (8,692,750) (16,595,000) (9,127,250) (16,595,000) (9,127,250)

該当なし 8,805,000 4,842,750 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(45,000,000) (24,750,000) (22,000,000) (12,100,000) (22,000,000) (12,100,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 37,240,000 20,482,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(45,000,000) (24,750,000) (22,000,000) (12,100,000) (22,000,000) (12,100,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 37,240,000 20,482,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(45,000,000) (24,750,000) (22,000,000) (12,100,000) (22,000,000) (12,100,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 37,240,000 20,482,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(180,000) (90,000) (88,000) (44,000) (88,000) (44,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 148,000 74,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(760,000) (380,000) (374,000) (187,000) (374,000) (187,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 628,000 314,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(45,940,000) (25,220,000) (22,462,000) (12,331,000) (22,462,000) (12,331,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 38,016,000 20,870,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(45,940,000) (25,220,000) (22,462,000) (12,331,000) (22,462,000) (12,331,000) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

該当なし 38,016,000 20,870,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

備 考

事 業 費 平 成 27 年 度交 付 金 額

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額
平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 平 成 26 年 度



（参考様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　事前点検シート

H20 ～　H24
H20 ～　H23

１　計画全体について

チェック欄

○

○

○

○

○

○

○

愛媛県
愛媛県宇和島市

計画主体名

計画期間
実施期間

総事業費（交付金） 　37,240　千円　　（　20,482　千円）

項　　　　目
判　断　根　拠

交付金要望額は交付限度額（事業費×交付額算定交付率）の範囲内
か

市町村振興計画、農業振興地域整備計画、土地改良事業計画、森
林・林業基本計画、特定漁港漁場整備事業計画その他各種関連制
度・施策との連携、配慮、調和等が図られているか

愛媛の農業農村整備事業展開方向の基本方針、重点項目および過疎地域自立方針と合致しており、また、宇和島市においては新市建設計画、農業振興地域整
備計画、過疎地域自立促進計画及び土地改良事業計画等の施策と連携している。

活性化計画及び交付対象事業別概要は関係農林漁業者をはじめとし
た地域住民等の合意形成を基礎としたものになっているか

本事業計画概要は、地区要望に基づき計画しており、受益者同意も１００％取得しているため、十分な地元合意形成がなされている。

計画期間・実施期間は適切か

交付金要望額＝11,754千円＋347千円＋3,539千円＋4,842千円＝20,482千円、
交付限度額＝事業費21,370千円×交付額算定交付率55％＋事業費630千円×交付額算定交付率55％＋事業費6,435千円×交付額算定交付率55％＋事業費
8,805千円×交付額算定交付率55％＝20,482千円であり範囲内である。

目標及び事業活用活性化計画目標と事業内容の整合性が確保され
ているか

2地区で総事業費37,240千円で事業実施予定であり、計画期間5年・実施期間4年としており適切である。

事業の推進体制は確立されているか

軌道工、農地復旧、農業用水路等の基盤整備事業を実施することにより、定住等の促進に資する農業用用排水施設等の機能を確保し、営農条件を改善し、優良
品種・系統への転換による農業所得の向上を目指しながら認定農業者、新規就農者、および段畑を生かした交流人口の増加を図り、地域の活性化、農業従事者の
定住及び地域間交流を図ることから、整合性が確保されている。

目標及び事業活用活性化計画目標が、農山漁村の活性化のための
定住等及び地域間交流の促進に関する法律及び同法に基づき国が
策定する基本方針と適合しているか

本計画は、段畑オーナー、認定農業者、新規就農者、および段畑を生かした交流人口の増加と、定住等の促進に資する農業用用排水施設等の機能を確保するこ
とで、農業振興を図る施策を展開し、農山漁村の活性化のための定住化及び地域間交流の促進に資する内容となっているので適合している。

すでに合意形成が図られており、推進体制は整備されている。



２　個別事業について（水荷浦地区）

チェック欄

－

－

○

○

○

○

○

－

－

－

－

○

○

－
附帯施設は交付対象として適正か（必要性はあるか、汎用
性の高いものを交付対象としていないか）

利用対象者、利用時期など施設の利用形態を検討している
か

事業費積算等は適正か

過大な積算としていないか 土地改良事業等請負工事価格積算要領に基づいて算出している。

建設・整備コストの低減に努めているか 同上

施設等の規模や設置場所、地域における他の施設との有
機的な連携等、当該施設等の利用環境等について検討さ
れているか

個人に対する交付ではないか、また目的外使用のおそれがないか 水荷浦地区が維持管理することになっており、目的外使用もない。

施設等の利活用の見通し等は適正か

地域間交流の拠点となる施設にあっては当該地区の入り
込み客数や都市との交流状況（現状と今後の見込み）を踏
まえているか

近隣市町村の類似施設等の賦存状況と利用状況等を踏ま
えているか

増改築等若しくは合体又は古材を利用した施設整備を行う場合は、農
山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の運用に定める基準
を満たしているか

事業による効果の発現は確実に見込まれるか

交付対象とする施設等は減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（昭和40年大蔵省令第34号）別表等による耐用年数がおおむね５年以
上のものであるか

軌道工　１５年、案内看板　５年である。
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第３４号）」による。

項　　　　目
判　断　根　拠

自力若しくは他の助成によって実施中又は既に完了した施設等を本
交付金に切り替えて交付対象とするものでないか

事業内容、事業実施主体等については実施要綱等に定める要件等を
満たしているか

要件類別２２の事業主体(市）と、事業メニュー(57)の事業内容の要件である以下の要件を満たしている。
・五法指定地域等（山村、過疎、特農）であり、勾配1/20以上の農用地の面積が当該地域の全農用地の面積の1/2以上を占め、各工種の合計の受益面積は1ha以
上(1.3ha)である。

費用対効果分析の手法は適切か（農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金における費用対効果分析の実施につい
て（平成19年８月１日付け19企第106号農林水産省大臣官
房長通知）により適切に行われているか）

土地改良事業経済効果算定方法に基づき算定している。

上記の費用対効果分析による算定結果が１．０以上となっ
ているか

投資効率　1.90＞1.00
（別紙、投資率及び所得償還率の総括のとおり。）



－

－

－

○

○

－

－

収支を伴う施設等にあっては収支計画を策定しているか。
また、収支計画は経営診断を受けるなど適正なものとなっ
ているか

施設用地が確保されている又は確保される見通しがついているか

事業実施主体の負担（起債、制度資金の活用等を含む）について十分
検討され、適正な資金調達計画と償還計画が策定されているか 長期財政計画に基づき、計画的な事業実施計画を策定している。

他の事業との合体施行等の場合、事業費の按分等が適正に行われて
いるか

備品は交付対象として適正か（汎用性の高いものを交付対
象としていないか）

維持管理計画は適正か（施設の管理・更新に必要な資金は
検討済みか）

事業完了後は、地元（主にＮＰＯ法人「段畑守ろう会」）で適正に管理する。

整備後において施設の管理・運営が適正に行われる見込みであるか

整備予定場所は、集客の立地性、農林漁業者の利便性等、施設の設
置目的から勘案して適正か



２　個別事業について（法花津地区）

チェック欄

○

－

○

○

○

○

○

－

－

－

－

○

○

－

－

附帯施設は交付対象として適正か（必要性はあるか、汎用
性の高いものを交付対象としていないか）

附帯施設を交付対象としていない。

備品は交付対象として適正か（汎用性の高いものを交付対
象としていないか）

備品を交付対象としていない。

利用対象者、利用時期など施設の利用形態を検討している
か

事業費積算等は適正か

過大な積算としていないか 土地改良事業等請負工事価格積算要領に基づいて算出している。

建設・整備コストの低減に努めているか 配管の布設経路を最短になるよう検討するなど、コスト縮減に努めている。

施設等の規模や設置場所、地域における他の施設との有
機的な連携等、当該施設等の利用環境等について検討さ
れているか

個人に対する交付ではないか、また目的外使用のおそれがないか 個人に対する交付ではない。また、吉田町土地改良区が維持管理することになっており、目的外使用もない。

施設等の利活用の見通し等は適正か

地域間交流の拠点となる施設にあっては当該地区の入り
込み客数や都市との交流状況（現状と今後の見込み）を踏
まえているか

近隣市町村の類似施設等の賦存状況と利用状況等を踏ま
えているか

増改築等若しくは合体又は古材を利用した施設整備を行う場合は、農
山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の運用に定める基準
を満たしているか

該当なし。

事業による効果の発現は確実に見込まれるか

交付対象とする施設等は減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（昭和40年大蔵省令第34号）別表等による耐用年数がおおむね５年以
上のものであるか

軌道工　１５年、用水路工　８年である。
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第３４号）」による。

項　　　　目
判　断　根　拠

自力若しくは他の助成によって実施中又は既に完了した施設等を本
交付金に切り替えて交付対象とするものでないか 今回新規に取り組む事業である。

事業内容、事業実施主体等については実施要綱等に定める要件等を
満たしているか

事業内容・事業実施主体は、「実施要領　別表２」要件類別６のとおり、市が行う土地改良事業であり、事業メニュー欄の①、②の事業内容の受益面積が5ha以上
（12.8ha）であることから、要件を満たしている。

費用対効果分析の手法は適切か（農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金における費用対効果分析の実施につい
て（平成19年８月１日付け19企第106号農林水産省大臣官
房長通知）により適切に行われているか）

土地改良事業経済効果算定方法に基づき算定している。

上記の費用対効果分析による算定結果が１．０以上となっ
ているか

投資効果　２．６２＞１．００
（別紙、投資効率及び所得償還率の総括のとおり。）



－

○

○

○

－

－

収支を伴う施設等にあっては収支計画を策定しているか。
また、収支計画は経営診断を受けるなど適正なものとなっ
ているか

該当なし。

施設用地が確保されている又は確保される見通しがついているか
農業用用排水施設：公共用地（宇和島市)に設置する。（事前協議済み）
農業用道路(軌道工)：事業参加受益地に設置する。（同意済み）

事業実施主体の負担（起債、制度資金の活用等を含む）について十分
検討され、適正な資金調達計画と償還計画が策定されているか

長期財政計画に基づき、計画的な事業実施計画を策定している。
また、地元負担金については、工事施工に係る誓約事項(地元分担金等記載)を遵守のうえ工事施工申請書を提出している。

他の事業との合体施行等の場合、事業費の按分等が適正に行われて
いるか

他の事業との合体施行等の予定はない。

維持管理計画は適正か（施設の管理・更新に必要な資金は
検討済みか）

事業完了後は、管理方法書等作成した上で、地元（吉田町土地改良区）で適正に管理する。

整備後において施設の管理・運営が適正に行われる見込みであるか

整備予定場所は、集客の立地性、農林漁業者の利便性等、施設の設
置目的から勘案して適正か


